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1
安倍内閣総理大臣施政方針演説（H30.1.22）抜粋

二 働き方改革
「働き方改革」を断行します。
（中略）
若いベンチャー経営者が私に語ってくれました。テレワークや週三
日勤務を積極的に導入することで、家庭の事情で大企業を辞め
た優秀な人材を集めることに成功しています。

働き方改革は、社会政策にとどまるものではありません。成長戦
略そのものであります。ワーク・ライフ・バランスを確保することで、誰
もが生きがいを感じて、その能力を思う存分発揮すれば、少子高
齢化も克服できるはずです。



2
デジタル・ガバメント実行計画（H30.1.16 eガバメント閣僚会議決定）抜粋

５.３ デジタル・ガバメントの推進に係るその他の取組
１） デジタル・ワークスタイルの実現
ア．テレワークの推進（◎内閣官房、総務省、全府省）
テレワークは、働く場所を柔軟に選択できるため、勤務に当たって制約を抱える職
員も能力を発揮できる働き方の一形態であるが、ハード面等において、まだ十分に
環境が整備されているとは言えない状況である。このため、テレワークの環境整備に
当たり、2020年におけるKPIの目標値達成を図る。
国家公務員については、2020年度までに、①必要な者が必要な時に、テレワーク
勤務を本格的に活用でき、②リモートアクセス機能の全府省での導入を実現するた
め、計画的な環境整備を行う。
これとあわせて、各府省は、テレワークを行っている職員であってもその他の職員と遜
色なく業務を遂行できるよう、府省内で行われる会議への遠隔参加（Web会議）
が可能となる環境を順次整備する。また、2018年度を目途に、審議会や幹部会
議等における資料の原則ペーパーレス化を進める。さらに、テレワーク・デイ、テレワー
ク月間といった国民運動において、率先した取組を行う。



3
「新しい経済政策パッケージ」（H29.12.8 閣議決定）抜粋

第３章 生産性革命
３．Society 5.0の社会実装と破壊的イノベーションによる生産性革命
（５）成長分野への人材移動と多様で柔軟なワークスタイルの促進
②多様で柔軟なワークスタイルの促進

- テレワークについて、長時間労働の防止や適切なセキュリティ
対策を図りつつ、その普及を図るため、本年度中にガイドラインを
改定し、周知を図るとともに、テレワークによる生産性向上の効
果について実証的に分析し、その結果をもとに、経営層の意識
改革を図る。







6
野田総務大臣による経済界（企業の経営層）への働きかけ

平成29年11月14日、野田総務大臣は、経団連会
館において開催された日本経済団体連合会幹事会に
出席し、「女性活躍」、「マイナンバーカードの一層の活
用」、「地方創生」などについて、講演を行いました。
この中で、大臣は、女性の採用・登用の拡大、
テレワークの活用、企業の「配偶者手当」の見直し、マイ
ナンバーカードの「社員証」としての利用やビジネスへの活
用、ふるさと納税のさらなる活用などについて、経営者の
皆様に、働きかけ・要請を行いました。

○ 日本経済団体連合会（幹事会）での講演

平成29年11月16日、野田総務大臣は、日本商工
会議所本部を訪ね、三村会頭と「女性活躍」、「マイナ
ンバーカードの一層の活用」、「地方創生」などについて
意見交換を行いました。
この中で、大臣は、同会議所の約115万社の会員企
業における女性の採用・登用の拡大、企業の「配偶者
手当」の見直し、テレワークの活用による生産性向上、
マイナンバーカードの「社員証」としての利用やビジネスへ
の活用などについて働きかけ・要請を行うとともに、ふるさ
と納税のさらなる活用についてご意見を伺いました。

○ 日本商工会議所との意見交換

※ 総務省ホームページ「野田総務大臣の動き」より抜粋


